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秋田県工事検査要綱

秋田県工事検査要綱を次のように定める。

（趣旨）

第一条 この要綱は、法令に特別の定めがあるものを除くほか、工事の適正かつ効率的な施行

を確保するために行う検査の実施に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語の意義）

第二条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

一 工事 秋田県財務規則（昭和３９年秋田県規則第４号）第１８８条に規定する工事を

いう。

二 県営工事 知事又はその委任を受けた者が請負契約を締結して施行する工事をいう。

三 補助事業工事 市町村、団体等が県から交付される国庫又は県単補助金により施行す

る工事をいう。

（検査の種類等）

第三条 検査の種類及び内容は、次の各号に掲げるとおりとする。

一 完成検査 工事の完成後に、当該工事の出来形及び品質について行うものとする。

二 中間検査 工事の施行途中に、工事の完成後では検査が著しく困難であるものについ

て行うものとする。

三 出来形検査 工事の完成前に、当該工事の既成部分の出来高について行うものとする。

四 経理検査 事業費の経理の状況について行うものとする。

２ 完成検査、中間検査及び出来形検査は県営工事及び補助事業工事について行い、経理

検査は補助事業工事について行うものとする。

（検査の要領）

第四条 検査は、別に定めるところにより、完成検査、中間検査及び出来形検査にあっては工

事請負契約書、設計図書、仕様書、その他関係書類に基づき使用材料、施行状況、出来形

及び品質を、経理検査にあっては関係帳簿に基づき事業費の経理状況を、それぞれ書類及

び実施について検査し、その適否を明らかにしなければならない。

（検査を行う者）

第五条 検査は、次の各号に掲げる者（以下「検査員」という。）が行うものとする。

一 出納局検査課に勤務する職員

二 本庁（秋田県行政組織規則（昭和５６年秋田県規則第２１号）第３条に規定する課及

び同規則第４条第２項に規定する課をいう。）において当該事業を主管する課に勤務す

る職員で知事が命ずる者

三 地方機関に勤務する職員で知事が命ずる者

四 その他知事が特に必要と認める者

（検査の時期）

第六条 検査（中間検査を除く）は、次の各号に掲げる書類の提出があったときに行わなけれ

ばならない。
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一 県営工事 工事完成届又は部分払請求書

二 補助事業工事 補助金等の請求書及び実績報告書

２ 中間検査は、工事施行途中において必要に応じて行うものとする。

３ 知事は、特に必要と認めた場合は、前二項の規定にかかわらず、検査員に随時検査を行

わせることがある。

（検査の手続き）

第七条 検査員は、検査を行うときは、当該工事の施行に係る関係者（以下「関係者」という。）

に検査の対象、日時、場所、その他必要な事項を連絡又は通知し、関係者の立会いを求

めるものとする。

２ 検査員は、検査上必要な機械器具、帳簿等を準備させるほか、工事現場に必要な措置を

するようあらかじめ連絡又は通知するものとする。

（検査の報告等）

第八条 検査員は、検査が終了したときは、速かに検査報告書を作成して知事に提出しなけれ

ばならない。この場合において、検査の結果、事業の遂行について改善を要するものと認

めた事項に関し意見を付すことができる。

２ 補助事業の検査の結果については、書面により当該事業の主管部局長及び施行者に通知

するものとする。

（検査員の心得等）

第九条 検査員は、検査を行うにあたっては、常に厳正かつ公平な態度を保持しなければなら

ない。

２ 検査員は、検査を行うにあたっては、その身分を示す別記様式による検査員証を携帯し、

当該事業の関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。

（検査の停止等）

第十条 検査員は、妨害、拒否、その他の事由により検査の実施が困難であると認めたときは、

検査を停止し、直ちにその旨を上司に報告してその指示を受けなければならない。

（委任規定）

第十一条 この要綱の実施に関し必要な事項は、別に定める。

附則（平成１９年検－３６）

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。

附則

この要綱は、平成２１年７月１日から施行する。

平成１９年３月３１日において、廃止される前の工事検査規程に基づいて発行された工事検査員証

は、この要綱において発行された工事検査員証と見なす。
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別記様式（第九条関係）

検 査 員 証

（表 面）

第 号

工 事 検 査 員 証

秋田県職員

氏 名

年 月 日 生

秋田県工事検査要綱第五条の規定による

検査員であることを証明する。

年 月 日

秋田県知事 印

（裏 面）

１ 本証は、工事検査に際し必ず携帯すること。

２ 本証は、検査を受ける関係者から請求があ

ったときは、提示すること。

３ 本証を紛失したときは、直ちに届け出ること。

４ 検査員は、退職等のため不要となったときは、

直ちに本証を返還すること。



秋田県県営工事検査実施要領
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秋田県県営工事検査実施要領

（ 目的）

第１ 条 この要領は、秋田県工事検査要綱（ 以下「要綱」という。） による県営工事の検査

を実施するため必要な事項を定めるものとする。

（ 検査の要領）

第２ 条 検査は、原則として実測によるものとし「工事検査の基準」（ 別記第１ ）により行

うものとする。

（ 検査区分）

第３ 条 要綱第五条に規定する検査員の検査を行う区分はつぎのとおりとする。ただし、

知事が必要と認めるときは当該検査員以外の検査員に検査を行わせることができる。

検査区分表

１．完成検査 イ １ 件の契約額が１,５００ 万円以上の工事については、要綱第

五条第一号の検査員（ 以下「専任検査員」という。） が行う。

検 ロ １ 件の契約額が１,５００ 万円未満の工事については、要綱第

五条第三号の検査員（ 以下「地方検査員」という。） が行う。

査 （地方検査員のいない場合は、要綱第五条第二号の検査員が行う。

以下同じ。）

区 ２．中間検査 イ １ 件の契約額が１,５００ 万円以上の工事については、専任

検査員が行う。

分 ロ １ 件の契約額が１,５００ 万円未満の工事については、地方

検査員が行う。

３．出来形検査 イ 地方検査員が行う。

（ 検査の時期及び要請）

第４ 条 工事を主管する本庁の課（室）長及び地方機関の長（ 以下「課所長」という。）は、

専任検査員の検査を要する工事について要綱第六条に規定する検査の時期を見通して、

別記様式第１ 号による検査要請書を検査課長に提出し、完成確認は受検日前までに行うも

のとする。

２ 中間検査で、専任検査員に検査要請する場合は、別記様式第１号により行うものとす

る。

３ 中間検査は、完成後出来形、品質の適否を容易に確認し難い工事、又は完成後手直し

が著しく困難と思われる重要構造物について実施するが、監督職員の実施する段階確認

をもってこれに替えることもできる。

（ 関係者）

第５ 条 要綱第七条第一項の「工事の施行に係る関係者」とは、次の者をいう。

１ 施行主体責任者

２ 工事契約者及び現場担当責任者
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３ 工事監督職員

（ 検査に対する準備）

第６ 条 要綱第七条第二項の「検査上必要な機械器具、帳簿等」とは別記第２に掲げるもの

をいう。

（ 検査後の措置）

第７ 条 要綱第八条の規定における改善を要する事項については、軽易なものを除き当該

事業の主管課（ 室） 長と協議するものとし、その結果に基づき主管課（ 室）長は必

要な措置を講ずるものとする。

２ 軽易な手直し工事を要するときは別記様式第２号の指示書により指示し、それが完成

したときは別記様式第３号の手直し工事完成報告書を提出するものとする。

（ 検査報告書）

第８ 条 要綱第八条に規定する検査報告書は、様式第４号の１ 、様式第４号の２ とする。

附則

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。

附則

この要領は、平成２１年７月１日 から施行する。

附則

この要領は、平成２２年４月１日 から施行する。

附則

この要領は、平成２４年１１月１日 から施行する。

附則

この要領は、平成２８年４月１日 から施行する。

附則

この要領は、平成３１年４月１日 から施行する。
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別記第１ (第２条関係)

工 事 検 査 の 基 準
(平成３１年４月１日施行)

(１)基本事項

工 種 検 査 実 施 内 容 検 査 方 法

一般共通事項 １ 延長の検査 起終点もしくは適宜抽出した各測点間について検測するほ

か、段階確認資料及び施工管理資料による。

２ 幅員、法長、法 適宜抽出した測点について検測するほか、段階確認資料及び

勾配、高さ、深さ 施工管理資料による。

の検査

３ 基準高の検査 適宜抽出した測点について検測するほか、段階確認資料及び

施工管理資料による。

４ 平面線形 計画中心線を基準に各法線を見通し、特に曲線部取合せ法線

を確認するほか、段階確認資料及び施工管理資料による。

５ 主要資材の検査 規格、品質、数量等を写真並びに関係書類により確認するほ

か、必要に応じて検測、あるいは試験により判定する。

６ 構造物の検査 (1) 長さ、幅、高さ、品質等を検測及び確認するほか、段階確

認資料及び施工管理資料による。

(2) コンクリート構造物の強度確認は段階確認資料及び施工管

理資料によるほか、シュミットハンマー、その他の方法で表

面強度を確認するとともに、必要に応じてコアー採取による

圧縮強度試験あるいはコンクリートの填充程度等の水密性を

注水試験によって確認する。

なお、重要構造物の鉄筋、鉄骨、ＰＣ鋼材等の配筋、配置

等については、中間検査及び段階確認資料並びに施工管理資

料による。

７ 埋設構造物の検 中間検査及び段階確認資料並びに施工管理資料による。

査

８ 基礎工の検査 重要構造物の基礎工は、中間検査によるほか、段階確認資料

及び施工管理資料による。

９ 建設副産物処理 段階確認資料及び施工管理資料によるほか、必要あると認め

の検査 たときは実地確認する。

１０ その他 (1) 特記仕様書にあるものはそれによる。

(2) この「工事検査の基準」によりがたい場合及び特殊な工事

等については、工事の内容、規模等を勘案の上、適宜実施す

るものとする。
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（２）出来形検査

工 種 項 目 検 査 実 施 内 容 検 査 基 準

１ 土 工

１－１ 一 般 土 工 基準高、断面、延長 １工事原則３箇所とし規模に応じ適宜

検測するほか、段階確認資料及び施工管

理資料による。

１－２ 道 路 土 工 基準高、幅員、法長、延長 1 - 1に準ずる。

１－３ 河 川 土 工 基準高(天端、河床)、天端幅、 1 - 1に準ずる。

河道幅、法長、延長

２ 基礎工

２－１ 直 接 基 礎 基準高、幅、延長 重要な構造物基礎以外は段階確認資料

及び施工管理資料によるほか、必要ある

と認めたときは、1構造物について1箇所

以上。

２－２ ぐり石基礎等 基準高、幅、厚さ、延長 ２ - 1に準ずる。

２－３ 既製杭基礎 基準高、中心間隔(偏心)、杭 １工事３箇所以上。

頭処理

２－４ 場所打杭基礎 基準高、中心間隔(偏心) ２ - ３に準ずる。

３ 矢板工

鋼矢板 基準高、延長、中心線のズレ ２ - ３に準ずる。

コンク

リート

矢板等

４ 法覆工

４－１ 石 積 基準高、延長、天端幅、法長 1 - 1に準ずる。

ブロック積

(張)工

４－２ 連結ブロック 基準高、延長、法長 1 - 1に準ずる。

工

４－３ 篭工及び枠工 延長、高さ、幅、法長 1 - 1に準ずる。

４－４ 吹 付 工 延長、法長、厚さ １ -１に準ずる。

コンクリ

ー ト

モルタル

４－５ 芝 工 延長、法長 1 - 1に準ずる。

吹 付

植生工

４－６ 厚 層 基 材 延長、法長、厚さ 1 - 1に準ずる。

吹 付 工
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工 種 項 目 検 査 実 施 内 容 検 査 基 準

５ コンクリ

ート擁壁

護 岸 基準高、幅、高さ、延長 １－１に準ずる。

堤 防

６ 樋 門 基準高、幅、長さ、高さ、 (1)樋門は本体部、呑口、吐口部につき任

凾 渠 延長 意の部分。

開渠等 (2)凾渠、開渠は同種構造物ごとに任意の

部分につき１箇所以上。

７ 根 固 工

消 波 工

護 岸 工

護床工等

７－１ 製 作 長さ、幅、厚さ 同種構造物につき３個以上。

７－２ 据 付 基準高、幅、厚さ、延長 １－１に準ずる。

８ 堰 提 工

頭 首 工 基準高、幅、厚さ、高さ、 同種構造物が複数ある場合は、適宜検測。

床固工等 延長、通水断面

９橋 梁 工

９－１ 下 部 工 基準高、幅、高さ、径間 径間長は各径間ごとに、その他は同種構

長、法線 造物につき１基以上検測するほか、段階確

認資料及び施工管理資料による。

９－２ 上 部 工 （１）工場仮組立時 １－１に準ずる。

（鋼 橋） 支間長、桁長、主桁、

主構の中心間隔、通り、

そり、鉛直度、高さ、主

構の組立等の橋梁形式に

より実施する。

（２）現場架設時

支間長、基準高、桁の

中心間隔、ボルトの締付

９－３ 上 部 工 桁高、桁長、桁幅（上、 １－１に準ずる。

Ｐ Ｃ 橋 下）、直線度、配筋、シ

ポストテン ース配置、主桁コンクリ

ション桁 ートの強度
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工 種 項 目 検 査 実 施 内 容 検 査 基 準

９－４ 上 部 工 基準高、配筋、幅、厚 基準高は、両端（支点上）及び中央部１箇

（ 床 版 ） さ、長さ 所以上。なお、小径間の場合は適宜検測する。

９－５ 支 承 工 据付高さ、ズレ、中心 １－１に準ずる。

間隔、水平度、移動可

能量

１０ 鋼材塗装 塗装膜厚測定 １－１に準ずる。

１１ 路 盤 工 下 層 基準高、幅、厚さ、延 １－１に準ずる。

上 層 長 厚さの検測は中央左右千鳥とする。

１２ 表 層 工 基 層 基準高、幅、厚さ、平 １－１に準ずる。ただし、平坦性について

（舗 装）表 層 坦性、延長 は段階確認資料及び施工管理資料による。

１３ トンネル 基準高、幅、厚さ、高 １－１に準ずる。

さ、延長 巻厚については検測孔により確認するほ

か、段階確認資料及び施工管理資料による。

１４ 地すべり

工

１４－１ 集 水 井 位置、基準高、断面、 井筒、１基ごとに適宜検測する。

長さ

１４－２ 集 排 水 せん孔位置、孔数、方 １工事２本以上検測するほか、段階確認資

（ボーリング） 向、長さ 料及び施工管理資料による。

１５ 港湾漁港

１５－１ 浚 渫 延長、幅、水深 １工事３箇所以上又は段階確認資料及び施

工管理資料による。

１５－２ 捨 石 工 基準高、長さ、幅 必要に応じ適宜検測するほか、段階確認資

（被覆均し） 料及び施工管理資料による。

１５－３ ケ ー ソ ン （１）製作

長さ、幅、対角線、 高さは２隅以上（1,000t以上の大型ケーソ

壁厚、高さ ンは中央部を含む）。

幅は両端及び中央部。

長さは前面、背面及び中央部。

対角線は両対角線。

（２）据付

法線に対する出入、 両端２箇所以上。

据付目地間隔、天端高 各凾ごとに目地間隔を検測２隅以上。

１５－４ コンクリー （１）製作

トブロック 幅、高さ、長さ、壁 １５－３(１)に準ずるほか、同一構造物に

厚 つき１箇所以上。なお、壁厚は、セルラーの

み検測する。
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工 種 項 目 検 査 実 施 内 容 検 査 基 準

Ｌ 型 （２）据付

セルラー 法線に対する出入、隣 １５－３(２)に準ずる。

方塊ブロッ 接ブロックとの間隔、天

ク 等 端高

１５－５ 防 波 堤 基準高（中心両端）、延 １工事２箇所以上又は段階確認資料及び

長（中心両端）、天端幅、 施工管理資料により確認する。

厚さ、法線に対する出入

１５－６ 岸 壁 基準高、天端幅、厚さ、 １５－５に準ずる。

（物 揚 場） 延長、法線に対する出入

１５－７ 船 揚 場 基準高、延長、幅 １５－５に準ずる。

１５－８ 離 岸 堤 基準高、幅、高さ、延長 １－１に準ずる。

消 波 堤

消 波 工

１６下水道管

渠

１６－１ 開 削 工 延長、基準高、中心線の １－１に準ずる。

ズレ

１６－２ 推 進 工 延長、基準高、中心線の １－１に準ずる、又は段階確認資料及び

ズレ 施工管理資料による。

１７ 山腹工

１７－１ 暗渠排水等 延長、布設深、径 １工事１箇所以上又は段階確認資料及び

施工管理資料による。

１７－２ 筋 工 延長、高さ、幅 １工事２箇所以上検測するほか、段階確

認資料及び施工管理資料による。

１７－３ 柵 工 延長、柵高、杭間隔、杭 １７－２に準ずる。

径

１７－４ 伏 工 延長、法長 １７－２に準ずる。

１８ 海岸林

造成

１８－１ 覆 砂 工 延長、幅、植栽間隔 0.3haにつき２箇所、１工事２箇所以上

(砂草植栽) 又は段階確認資料及び施工管理資料によ

る。

１８－２ 静 砂 工 延長、高さ １７－２に準ずる。

(静 砂 垣)

１８－３ 植 栽 工 植栽本数、植栽間隔、樹 1.0haにつき２箇所以上、１工事２箇所

高 以上検測するほか、段階確認資料及び施工

管理資料による。

１９ ほ場整備

工

１９－１ 表 土 扱 表土厚 つぼ掘り等により10haにつき１耕区、１

工事につき２耕区以上。（検査面積は概ね

10％以上とする。１耕区50a未満は9点、50

a以上は15点とする。）
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工 種 項 目 検 査 実 施 内 容 検 査 基 準

１９－２ 基 盤 整 地 均平度 １９－１に準ずる。

整 地 仕 上 （指定ある場合は基

準高）

１９－３ 支線道路等 標準断面寸法、敷砂 延長1,000m未満は２路線以上、1,000m以上

利幅、厚さ、延長 の場合は３路線以上。（敷砂利幅・厚は１路

線につき、１箇所以上。）

１９－４ 暗 渠 排 水 埋設深、延長 １９－１に準ずる。（1渠線／1耕区）

（湧水処理 埋設深は吸水渠の上下流端、水閘出口の３

を含む） 箇所。（吸水渠の延長が100m以上ある場合は

中間点を加え４箇所。）

１９－５ 補助暗渠排水 掘削深、間隔 １工事につき２耕区以上。(１耕区につき、

掘削深は１箇所、間隔は任意の２箇所)

１９－６ 客 土 客(耕)土厚又は集積 １９－１に準ずる。

（耕土搬入 土量

を含む）

２０ 土壌汚 （１９ ほ場整備工に準ずるほか次による）

染対策工

土 壌 改 良 改良資材量 施工管理資料等により使用量を確認。

２１ 農用地

造成工

２１－１ 障害物除去 刈払い、抜排根 施工管理資料等により確認する。

２１－２ 耕起、砕土 深さ つぼ堀等により３haにつき１箇所以上。

３ha未満は２箇所以上。

２１－３ 改 良 山 成 勾配 １団地１箇所以上。

２１－４ 土 壌 改 良 改良資材量 施工管理資料等により使用量を確認するほ

２１－５ 播 種 填 圧 （草地のみ） か、ＰＨ値は適宜検測する。

２２ 畑地か 観察により確認するほか、段階確認資料及

んがい工 び施工管理資料による。

２２－１ 配 水 管 基準高又は、埋設深、 施工延長500mにつき１箇所以上、延長は

延長 １工事につき２路線以上。

２２－２ 散 水 管 埋設深 ３haにつき１箇所以上。

２２－３ 弁類及びボ 規格形状寸法 １工事３箇所以上。

ックス
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工 種 項 目 検 査 実 施 内 容 検 査 基 準

２３ 水路工

２３－１ 現場打コンク 基準高 １工事３箇所以上。

リート

幅、高さ、厚さ、延 １０スパンにつき１箇所、１工事２箇所以

長 上。延長は区間距離を適宜検測するほか、段

階確認資料及び施工管理資料による。

２３－２ ブロックライ 基準高 ２３－１に準ずる。

ニング

（積張・連結）断面、延長 ２３－１に準ずる。

２３－３ フリューム等 基準高 ２３－１に準ずる。

規格寸法 用・排水路ごとに、1,000mにつき１箇所、

１工事２箇所以上。

延長 ２３－１に準ずる。

２３－４ 管 水 路 基準高、中心線のズ １工事３箇所以上。

（幹 支 線） レ

延長 ２３－１に準ずる。

２３－５ 管 水 路 基準高（又は埋設深） 500m未満は２箇所以上、500m以上の場合は

（小口径） ３箇所以上。

延長 ２３－１に準ずる。

２３－６ 付帯構造物 出来形寸法 １工事２箇所以上。

２３－７ 水路トンネル 基準高、断面、巻厚、 １３に準ずる。

延長

２４ 揚排水

機場工

２４－１ 機場床版ポン 基準高、出来形寸法 構造図に基づき適宜検測する。

プ座

２４－２ 吸・吐出水槽 基準高、出来形寸法 ２４－１に準ずる。

２４－３ 配 管 基準高、出来形寸法 ２４－１に準ずる。
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（３） 品質検査

工 種 項 目 検 査 基 準 検 査 実 施 内 容 検 査 方 法

１ 共 通 材料 適宜 品質及び寸法は設計図 (1)観察又は品質証明により

書と対比して適切か。 検査する。

(2)必要に応じて実測又は試

験する。

２ 土 工

２－１ 土質又は岩質 適宜 (1)土質又は岩質は、設計 (1)段階確認資料及び施工管

支持力又は密 図書等と対比して適切か。理資料並びに観察(プルーフ

度 ローリング試験)により検査

する。

２－２ (2)支持力又は密度は、設 (2)必要に応じて試験する。

計図書、仕様書と対比し

て適切か。

３ 路盤工

３－１ 粒度、材質 適宜 (1)路盤材料の粒度は設計 (1)段階確認資料及び施工管

図書、仕様書と対比して 理資料並びに観察(プルーフ

適切か。 ローリング試験)により検査

する。

３－２ 支持力又は密 (2)支持力又は締固の密度 (2)必要に応じて試験する。

度 は設計図、仕様書と対比

して適切か。

４ セメント

コンクリ コンクリートの強度は (1)段階確認資料及び施工管

ート工 設計図書、仕様書等と対 理資料により検査する。

４－１ コンクリート 比して適切か。

の強度 (2)表面強度を試験する。

(同一構造物１箇所以上。)

(3)必要に応じて抜取りコア

ーを試験する。

(同一構造物３箇所以上。)

４－２ コンクリート (別紙)コン コンクリートが均一に 必要に応じてさく孔し注水

の水密性 クリート注 施工されているか。 試験により検査する。

水検査基準

による。
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工 種 項 目 検 査 基 準 検 査 実 施 内 容 検 査 方 法

５ アスファ 適宜 アスファルト使用量、 (1)段階確認資料及び施工管

ルトコン 骨材粒度、密度及び打設 理資料並びに観察により検査

クリート 温度は、設計図書、仕様 する。

工 書と対比して適切か。

５－１ アスファルト (2)必要に応じ試験する。

使用量

５－２ 骨材粒度

５－３ 密度

５－４ 打設温度

６ 基礎工 適宜 (1)支持力は設計図書、仕 (1)段階確認資料及び施工管

６－１ 支持力 様書と対比して適切か。 理資料並びに観察により検査

６－２ 上部構造部と する。

の関係

(2)基礎の位置、上部との (2)必要に応じ試験する。

接合等は適切か。

７ 法覆芝工 発芽状況 適宜 被覆土質、芝の規格及 段階確認資料及び施工管理

及び植生 び品質、種子の配合、品 資料並びに観察により検査す

工(吹付) 質等は設計図書及び仕様 る。

書と対比して適切か。

８ コンクリ 適宜 規格寸法、品質、仕上 (1)設計図書、使用承認図書、

ート二次 面等について設計図書、 JIS規格、カタログ、社内規

製品 仕様書と対比して適切か。格値との照合のほか観察によ

８－１ 規格寸法 り検査する。

８－２ 布設状況

(2)必要に応じ検測あるいは

試験する。



- 15 -

（別紙）コンクリート注水検査基準

工 種 検 査 基 準 検 査 方 法

石積工、コ 必要に応じ実施する。 天端にさく孔し、注水試験を行い、胴コンの填充程度、

ンクリート 水密性を検査する。(さく孔深は天端では1ｍ以上とする。)

ブロック積

工等

さく孔し、注水を行いコンクリートの填充程度,水密性

その他コン 必要に応じ実施する。 を確認する。(さく孔深は概ね1ｍ以上とする。)

クリート構

造物
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（４）建築工事検査

工 種 項 目 検 査 実 施 内 容 検 査 方 法 検 査 資 料 等

１ 一般共通

事項

１－１ 一般事項 １ 設計図書に基づく (1)図面と仕様書(特記仕 設計図書

工事全般 様書を含む)を照合する。

２ 現場の納り、取合 (2)設計変更(有無)は適切 変更設計図書

い等 に行われているかを確認

する。

３ 発生材の処理方法 発生材調書

１－２ 工事現場管理 現場代理人

主任技術者届

安全・衛生管理者届

工事用電力設備の保

安責任者届

１－３ 工程表、施工 実施工程表及び施 実施工程表及び施工計 実施工程表

計画書その他 工計画書は適切か。 画書による。 施工計画書

１－４ 材料 １ 材料の品質等は適 (1)規格品については,規 規格証明書

正か。 格証明書による。 品質証明書

２ 材料は、設計図書 (2)規格品によらないもの 検査・試験成績書

に定められた条件に については、品質証明書

適合するか。 又は材料検査、試験成績

書による。

１－５ 施工 １ 施工管理は適切 施工の検査(抽出検査 供試体の試験報告書

か。 等)記録によるほか、検測 等、技能士・電気担

２ 施工の一工程は設 等により確認する。 当技術者・施工管理

計図書に定められた 技術者等の名簿

条件に適合するか。

１－６ 記録 １ 記録等の整備 (1)記録等により、工事の 週報(月報)

２ 完成図等の整備 全般的な経過を確認す 工事写真

る。 見本品

(2)完成図等と照合し、工 試験成績書等、案内

事の完成を確認する。 図、配置図、平面図

及び仕上げ表等建物

の保全に関する説明

書

１－７ 中間検査 １ 工事の完成後では 中間検査により、適正 検査要請書

検査が著しく困難で な施工を確認する。又は

あるものについて確 段階確認資料及び施工管

認 理資料により確認する。

２ 工事の完成後では

手直しが著しく困難

であるものについて

確認
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工 種 項 目 検 査 実 施 内 容 検 査 方 法 検 査 資 料 等

２ 仮設工事

２－１ 縄張り、やり １ ベンチマークの確 必要があると認めたと

かた足場その 認 きに検測する。

他 ２ やりかたの確認

２－２ 仮設物撤去そ 仮設物撤去その他 完成検査時撤去跡及び

の他 確認 付近の清掃、地均し等の

状態を確認する。

３ 土工事 根切り及び埋 １ 埋戻し及び盛土の (1)種別による締固め状態 工事写真

戻し 種別 を確認する。

２ 建設副産物の処分 (2)建設副産物処理は必要

は適切か あると認めたときは実地

に確認する。

４ 地業工事 専門業者の仕様杭打

４－１ 既製コンクリ １ 杭の種別,許容強 (1)専門業者の仕様による ち工事報告書規定証

ート杭地業 度及び支持力 ほか、杭打ち工事報告書 明書

４－２ 鋼杭地業 ２ 杭打ち工法,継手 により確認する。 品質証明書

４－３ 場所打ちコン 及び杭頭の処理 (2)杭打ち試験報告書によ 品質試験成績書

クリート杭地 ３ 施工精度、打込 り確認する。 杭打ち試験報告書

業 深さ(長さ)、心ズ 工事写真

４－４ ピア地業 レに対する措置 地盤調査書

４－５ 杭打ち試験 ４ 試験杭の位置

５ 設計支持力

６ 打込状況

７ 支持力の算定

４－６ 割り石地業 材料及び工法は適 必要あると認めたとき 工事写真

４－７ 砂利地業 切か。 に締固め、厚さ等を検測

４－８ 捨コンクリー する。

ト地業

５ 鉄筋工事

５－１ 材料 異形鉄筋、丸鋼の (1)規格品については規格 規格証明書

種別、品質、径等は 証明書による。 品質証明書

適正か。 (2)規格品によらないもの 試験成績書

については,品質証明書

又は、材料試験成績書に

よる。

５－２ 加工及び組立 加工及び組立て状 設計図書に基づき検測 工事写真

て 態は適切か。 する。又は段階確認資料 段階確認資料

及び施工管理資料による。
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工 種 項 目 検 査 実 施 内 容 検 査 方 法 検 査 資 料 等

(鉄筋工事について 施工管理資料

は要請による中間検

査をする。)

５－３ ガス圧接 圧接部の強度及び 抜取り試験成績書によ 引張試験成績書

施工状態は適切か。 るほか、外観の検査をす 外観検査記録

る。 工事写真

６ コンクリ コンクリート １ セメントの種類 (1)設計基準成績書を確認

ート工事 の材料 する。

６－１ ２ 骨材の種類及び品 (2)レデーミクストコンク

質 リートの類別を確認す

３ 混和材料(混和剤、 る。

混和材) (3)計画調合表(計算書を

含む)により確認する。

６－２ 調合 計画調合表は適切 計画調合表

か。

６－３ 品質管理 コンクリート強度 品質管理資料によるほ 品質管理試験成績書、

の確認 か、打込状況を確認する。 工事写真

保温管理の記録(寒中

コンクリート)

６－４ 型わく 支柱の盛替え,取外 必要あると認めたとき、

し等は適切か。 せき板、支柱の在置期間

を確認する。

７ 鉄骨工事

７－１ 材料 材質,品質,形状及 (1)規格品については規格 規格証明書

び寸法は適正か。 証明書による。 試験成績書

(2)規格品によらないもの 品質証明書

については品質保証書ま 品質保証書

たは材料試験成績書によ

る。

(3)製作所の社内規程によ

るものについては品質保

証による。

７－２ 高力ボルト接 １ 組立及び締付けの (1)元締め完了後の締付け 締付け検査記録

合 状態は適切か。 検査記録によるほか、外

７－３ 溶接接合 ２ 溶接の適用範囲に 観の検査をする。

よる。 (2)溶接完了後の検査成績 検査成績書(ＵＴ)

書による。 工事写真

７－４ 塗装 １ さび止め塗料及び (1)さび止め塗料の種別に 規格証明書

塗装の状態 より、外観の検査をする。

７－５ 耐火被覆 ２ 耐火被覆材の種別 (2)種別及び所要性能によ 規格証明書

及び所要性能は適切 り、外観の検査をする。 検査成績書

か。
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工 種 項 目 検 査 実 施 内 容 検 査 方 法 検 査 資 料 等

７－６ アンカーボル ３ ボルトの保持及び (3)耐火構造の表示方法に

ト 埋込は適切か。 よる、指定マークを確認

４ 建方、建入は適切 する。

か。(鉄筋工事につ (4)ナット及び座金による

いては要請による中 締付け状態を確認する。

間検査をする。) (5)建入れ検査記録による 建入れ検査記録工事

ほか、主要な部分を検測 写真

する。又は段階確認資料 段階確認資料

及び施工管理資料によ 施工管理資料

る。

８ ブロック 材料の材質、品質、 (1)規格品については規格 規格証明書

及びＡＬＣ 形状、寸法及び施工 証明書による。 品質証明書

パネル工事 状況は適切か。 (2)規格品によらないもの

８－１ 補強コンクリ については、品質証明書 試験成績書

ートブロック 又は材料試験成績書によ

積み る。

８－２ れんが及び坑 （3)施工状態を工事写真 工事写真

火石積み などで確認する。

８－３ プレキャスト

コンクリート

ＡＬＣパネル

９ 防水工事 防水層の種別によ (1)施工の検査資料によ 規格証明書

９－１ アスファルト り材料及び工法を確 る。 品質証明書

防水 認する。 (2)製造所の仕様による。 専門業者の仕様書工

９－２ 合成高分子ル 事写真

ーフィング防

水

９－３ 塗膜防水

９－４ シーリング １ 材料の種別、耐久 (1)外部に面する部位につ 規格証明書

性及び材種の確認 いて施工状況を確認す (有効期間)

２ 工法は適切か。 る。 試験成績書

(2)接着性試験成績書によ

る。

１０ 石工事 石材及びテラ １ 材料 (1)材料は見本品により確 見本品

ゾーブロック ２ 仕上げの種類 認する。 工事写真

の類 ３ 下地ごしらえは適 (2)施工状況を工事写真な

切か。 どで確認する。

４ 工法は適切か。 (3)外観の検査する。
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工 種 項 目 検 査 実 施 内 容 検 査 方 法 検 査 資 料 等

１１ タイル １ 材料及び工法は適 (1)検査及び試験の記録に 接着力試験記録

工事 切か。 よるほかは外観の検査を 工事写真

１１－１ タイル張り ２ タイル型枠先付け する。 規格証明書

の種別 (2)伸縮目地の寸法及び施 (製造年月日)

１１－２ タイル型枠 ３ 材料及び工法は適 工状態を確認する。

先付け 切か。

４ 接着力

１２ 木工事 １ 木材の含水率 (1)木材の含水率試験によ 含水率試験記録

１２－１ 木材 ２ 木材の材質及び樹 る。

種 (2)規格品については,マ

３ 主要な木材の断面 ークの確認をする。

寸法 (3)規格品によらないもの

４ 表面仕上げ については、監督員の承

５ 継手及び仕口 諾をうけたものによる。

１２－２ 工法 ６ 諸金物 (4)断面寸法を検測する。

７ 防腐処理など (5)表面仕上げの状態は外

８ 設計条件に適合す 観の検査をする。 工事写真

るか。(木造建築物 (6)継手及び仕口の施工状

については、建方完 態は外観の検査をする。

了時要請による中間 (7)諸金物による締付け状

検査をする。) 態を確認する。 規格証明書

(8)防腐処理などの処理状

況及び材料を確認する。

(9)段階確認資料及び施工

管理資料による。

１３ 屋根及 材料及び工法の確 (1)規格品についてはマー 規格証明書

びとい工事 認 クの表示又は規格証明書 品質証明書

１３－１ 長尺亜鉛鉄板 による。

ぶき (2)工法などの確認は設計 専門業者の仕様書

１３－２ 折版ぶき 図書によるほか、専門業 工事写真

１３－３ 波型石綿スト 者の仕様により確認す

レートぶき る。

１３－４ とい

１４ 金属工 金属製品の製 １ 金属製品の材、寸 (1)製品の種別により検測 規格証明書

事 作及び取付け 法、表面処理等は適 及び外観の検査をする。 製品の表面処理

切か。 (2)取付施工状況を工事写 試験成績書

２ 取付施工状態 真などで確認する。 工事写真

１５ 左官工 下地処理及び １ 下地処理状況 (1)下地処理状況は工事写 規格証明書

事 材料種別ごと ２ 材料の調合及び塗 真等で確認する。 品質証明書

の仕上げ り厚は適切か。 (2)種別ごと施工箇所別に 見本品

３ 仕上げの種別ごと 外観検査をする。 製造所の仕様書

の仕上がり状態
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工 種 項 目 検 査 実 施 内 容 検 査 方 法 検 査 資 料 等

４ 吹付けロックウー (3)調合及び塗り厚は製造 工事写真

ルの配合及び密度は 所の仕様、見本品等によ 施工時の気象記録

適切か。 るほか、施工箇所別に外

観の検査をする。

１６ 建具工 建具の取付及 １ 建具の取付状況 (1)現場組立及び取付状況 規格証明書

事 び性能、機能 ２ 建具の性能、機能 を工事写真などで確認す 製作所による社内検

３ 建具用金物の機能 る。 査成績書

及びガラスの区分は (2)取付調整後、箇所別に

設計条件に適合する 開閉機能及び締まりを確

か。 認する。 製作所の仕様書

(3)建具金物の機能及びガ

ラスの区分は設計図書と

照合する。

１７ 塗装工 素地ごしらえ 素地ごしらえ状況 (1)工事写真等で確認す 工事写真

事 及び塗料種別 塗料種別ごとの塗り る。

ごとの仕上げ 工法(工程、種別、塗 (2)種別ごと施工箇所別に 規格証明書

料、規格及び塗付量) 外観の検査をする。 (規格番号,規格名称)

は適切か。 (3)塗料の塗付量及び仕上 製造所の製品証明書

りは、見本塗板によるほ 見本塗り板

か、施工箇所別に外観の 塗装時の気象記録

検査をする。

(4)防火材料の指定がある

場合は認定表示を確認す

る。

１８ 内装工 材 料 種別 ご １ 材料の材質、品質、(1)規格品については規格 規格証明書

事 と、施工部位 形状、寸法等は適切 証明書による。 品質証明書

別仕上げ か。 (2)規格品によらないもの 製造所の製品証明書

２ 施工状況及び仕上 については品質証明書又 見本品

がり状態 は材料試験成績書によ 工事写真

３ 仕上げの下地は適 る。

切か。 (3)施工状況を工事写真等

で確認し、仕上り状態は

部位別に外観の検査をす

る。

(4)防火材料の認定表示を

確認する。

(5)防炎性能を有するもの

についてはその認定表示

を確認する。

１９ 舗装工 １ 材料及び工法 (1)路床土の支持力比(Ｃ 試験資料

事(構内の ２ 支持力比及び締固 ＢＲ)試験資料による。 検査資料

舗装) め度 (2)締固め度の検査資料に 品質証明書

１９－１ 路床 ３ 舗装種別ごとの材 よる。 配合資料

１９－２ 路盤 料、配合及び工法は (3)製造所の品質証明書及 抽出試験成績書

１９－３ 舗装 適切か。 び実施配合資料による。 規格証明書



- 22 -

工 種 項 目 検 査 実 施 内 容 検 査 方 法 検 査 資 料 等

１９－４ その他 ４ 施工範囲は適切 (4)切取り検査及び抽出試 工事写真

か。 験成績書によるほか、一

部測定する。

(5)施工範囲を設計図書と

照合確認する。

２０ 排水工 排水工事 材料、工法及び排 (1)規格証明書による。 規格証明書

事 水機能は適切か。 (2)土中配管の施工状況は 工事写真

工事写真により確認す

る。

(3)通水試験をする。

２１ 植裁工 植裁その他 材料、及び工法(植 (1)樹木の高さ、葉張り(枝

事 付等)は適切か。 葉)、幹回りなどを検測

するほか、外観の検査を

する。

(2)植付け等の施工状況は

工事写真による。

２２ 雑工事 材料別、工種 １ 材料の材質、品質、(1)規格品については規格 規格証明書

別、取付工法 形状、寸法等、決め 証明書による。 品質証明書

及び仕上り られた条件に適合す (2)規格品によらないもの 貫通孔その他の工事

るか。 については品質証明書な 写真

２ 工種別工法を確認 どによる。 間知石及びコンクリ

し、施工は適切か。 (3)施工(加工)取付状態を ート間知

設計図書と照合確認す ブロック積み

る。 工事写真

(4)カーテン等は防炎性能

の認定表示を確認する。
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（５）建築設備工事検査

工 種 項 目 検 査 実 施 内 容 検 査 基 準

１ 一般共通

事項

１－１ 設計図書の確 １ 設計書と図面との照合確認。

認 ２ 監督員の指示や、現場のおさま

り等による設計変更にいたらぬ軽

微な変更事項の確認。

３ 設計図書と請負人使用資材、機器

との照合確認。

１－２ 既試験事項の １ 中間検査及び施工中における水圧 検査方法、試験値、検査基準

確認 試験、気密試験、絶縁抵抗、接地抵 については、ＪIS,JEM,電気設

抗試験等のデータ及び写真の確認。 備技術基準によるほか、建設大

２ 官公署検査、民間委託による検査、 臣官房官庁営繕部監修機械設備

及び試験機関による機器などの検査 工事共通仕様書と電気設備工事

済証、試験成績書等の確認。 共通仕様書による。

２ 仮設工事 １ 必要あると認めたときは、検測等

で確認。

２ 撤去及び跡地付近の清掃、地均し。

３ 機械設備 機器等の取付 １ 設計図書に示す機器、資材の型式、 少なくとも各室の任意箇所１

工事 状況 性能、寸法,数量等の確認。 箇所は確認のこと。

２ 機器の外観、構造及び取付支持接

続の状態の確認。

３ 通水、通気を行い、各器具の流量

調節、漏 水等の有無及び器具を操作

しそ の機能を確認。

４ 機器を運転し、その性能、動作等

の状況を確認。

４ 電気設備 機器等の取付 １ 設計図書に示す機器、資材の型式、 少なくとも各室１箇所、任意

工事 状態 性能、寸法、数量等の確認。 の箇所を確認のこと。

２ 機器の外観及び構造並びに取付支

持接続の状態の確認、取付位置の検

測及び保守点検上支障の有無を確認。

３ 通電し、切換装置を操作して、点

灯等 により器具の良否を確認。

４ 機器を運転し、その性能、動作等

の状況を確認。
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（６）機器及び機器施設工事検査

工 種 項 目 検 査 実 施 内 容 検 査 基 準

１ 一般共通

事項

１－１ 一般事項 中間検査を実施し設計図書その他関

係書類により適正とされたものについ

ては省略することができる。

１－２ 指示事項の確 中間検査時に指示事項があった場合

認 はその処置の確認。

１－３ 工期、材質、 １ 契約書による工事完成期日の確認。 主要回転運動部分、主要負荷

規格、寸法 ２ 材質は中間検査時確認されてあれ 部分、その他保安、機能上の主

ば省略。 要部位。

材料は特に指定が無ければ、JIS､J

EC､JEM規格を標準とし中等品以上で

あることの確認。

材質確認はミルシート若しくは物

理的試験によるが、品質を保証し得

るバックデータがある場合はそれに

よることができる。その他主要部分

の規格、寸法の検測。

１－４ 加工法 １ 現場溶接の場合は、JISによる有資

格者の確認。

２ 工場製作物にあっては品質を証明

できるバックデータの確認。

３ 仕上げ塗色、下塗りを含む仕上げ 塗装基準による。

までの塗装回数、錆止めまでを含む

塗色及び塗膜厚の確認。

４ 加工精度（油密、水密、気密等） 設計製作図面による。

の確認。バックデータとは、JIS､JEM

その他関係法令及び基準等により定

められた試験方法で実施した成績書

等をいう。

１－５ 総合性能試験 充分な試運転完了後、総合性能試験

を実施する。

１ 所定の設計性能数値と実測値の検

測確認。

２ 安全制御方式に指定があればその

確認。

３ 安全方式に特に指定がなければ関 労働安全衛生法、その他

係法規に適合するか否かの確認。

４ 振動、騒音、局部過熱、回転伝達

部分のスリップの確認。

５ 負荷は全負荷の１／２以上で試験 JISに定めがある場合はそれ

検測する。 による。
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工 種 項 目 検 査 実 施 内 容 検 査 基 準

６ その他設計目的達成の確認に必要

な事項の検測（各計器類の作動及び

指示数値の確認等を含む）

２ 機械器具 機械器具設置 １ 配置位置の確認。 平面図、配置図等による。

設置工事 機械的動力伝達部分がある場合は

中心線の確認。

２ アンカー部分の確認（基準の高さ

及び強度等について）

３ 各機械の型式、規格、主要寸法の 仕様書、銘板、その他による。

検測。 試験成績書若しくは計器によ

性能の確認（回転数等については る。

計算若しくは検測）

４ 総合機能と安全性の確認。

５ 設置に伴う土木・建築工事につい

ては当該基準による。

６ 関係法令に対する適合の確認。

７ 水門扉設置工事等にあっては承認

事項について検測する。

承認事項外のことについては水門 水門鉄管技術基準

鉄管技術基準により検測する。
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別記第２ （第６条関係）

検 査 機 器・用 具 等

１ 検査機器・用具

番号 機 器 ・ 用 具 名 番号 機 器 ・ 用 具 名

１ レ ベ ル ２８ 点検ハンマー（中）又はピッケル

２ ト ラ ン シ ッ ト ２９ ビ ニ ー ル 管

３ 箱 尺 （Ｌ＝ 2 . 0 m Φ＝ 1 3㎜）

４ ポ ー ル ３０ 水 糸

５ テープ（スチールテープ） ３１ ス プ レ ー ペ ン キ （ 赤 ・ 黄 ）

６ ス コ ッ プ ３２ ロ ー プ （ ３ ０ ｍ ）

７ ツ ル ハ シ ３３ 粘 土 の 袋 詰

８ ハ ン マ ー ・ タ ガ ネ ３４ ベ ニ ヤ 板

９ ス ラ ン ト ル ー ル ３５ 照 明 器 具

１０ シ ュ ミ ッ ト ハ ン マ ー （ 特 に 明 る い も の ）

１１ コ ア ー 採 取 機 ３６ 下 げ 振 り

１２ ノ ギ ス ３７ 水 圧 試 験 器

１３ コ ン プ レ ッ サ ー ３８ 圧 力 計

（ ホ ー ス ・ ロ ッ ド ） ３９ 回 転 計

１４ 削 岩 機 ４０ ガ ス 漏 え い 検 知 器

１５ 黒 板 ４１ 温 度 計

（ チ ョ ー ク ・ マ ジ ッ ク ） ４２ 接 地 抵 抗 計

１６ カ メ ラ 又 は デ ジ タ ル カ メ ラ ４３ 絶 縁 抵 抗 計

４４ 回 路 計

１７ 足 場 ・ は し ご ４５ 火 災 報 知 機 用 試 験 器

１８ ト ル ク レ ン チ ４６ マ ノ メ ー タ ー

１９ 砂 利 箱 ４７ 検 圧 計

２０ 検 査 用 鉄 棒 ４８ 塗 膜 厚 測 定 機

（Ｌ＝1.0m Φ＝13㎜目盛体） ４９ ３ ｍ プ ロ フ ィ ロ メ ー タ ー

２１ ポ ー タ ブ ル ド リ ル ２ 台 ５０ 交 通 規 制 用 具

２２ 台 秤 （白旗２本、バリケード、笛）

２３ チ ェ ー ン ブ ロ ッ ク ５１ 光 波 測 定 器

２４ バ ー ル ５２ 隙 間 ゲ ー ジ

２５ 舟 ５３ 傾 斜 計

２６ バ ケ ツ ・ ヤ カ ン ５４ タ イ ヤ ロ ー ラ ー

２７ 標 準 フ ル イ 一 式 ５５ 各 種 試 験 器 具
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２ 工事検査関係書類

番号 書 類 名 摘 要

１ 段階確認資料

２ 工事材料検査簿 指定された工事材料

３ 工事の施工過程の電子データー又は写真

４ 工事管理図、工程管理表 打設行程表を含む

５ 材料の規格強度試験書

各種品質管理資料 配合報告書を含む

６ コンクリート、レディミクスト

コンクリート、アスファルト混合物等

７ その他施工管理資料

８ 設計関係資料



様式第１号（４条関係）

出　納　局　検　査　課　長　　様
（又は、地方機関の長）

平成○○年○○月　検査予定分

工事名又は事
業名

路線・河川
名

地区名

工事
番号

年度
（予算）

施工箇所
（市町村・
大字）

施工主体
予算所管
部局

検査
区分

検査
回数

工事契約
額
（円）

契約
年月日

着手
年月日

完了
年月日

実完成
年月日
（予定）

完成確認
年月日
（予定）

完成確認
職・氏名
（予定）

工事請負人
（商号・代表氏

名）
工種 工事概要

担当者
氏名
電話

検査日
（希望日）

摘要

記載の注意事項
　　　　１　工事概要欄には、主たる検査対象工種及び工事量を記入し、建築一式工事等で機械設備、電気設備工事（財務規則第１８８条工事の例示区分による）のあるときは数量と契約額を記入すること。
　　　　２　補助事業工事にあっては、完成確認年月日欄には、施行主体が行った検査年月日を記入すること。
　　　　３　この調書は、翌月の１ｹ月分を取りまとめ毎月２５日まで提出すること。なお、２５日が休日の場合は、その前の開庁日とする。（ただし、要請のない場合は、提出不要とする。）
　　　　４　受検希望月日は、実完成年月日（予定）から概ね６日以内とする。
　　　　５　専任検査員による中間検査を実施済である場合は、その実施年月日及び検査員氏名を摘要欄に記入すること。
　　　　６　規格はＡ４とする。
その他
　　　　　日付(契約年月日、着手年月日、完了年月日、実完成年月日、完成確認年月日)は、H22年の場合、例えば、２／３　と入力すれば、H22.2.3と表示されます。なお、H22年以外は、年号からの入力が必要です。（全角、半角は不問）

工　　　事　　　検　　　査　　　要　　　請　　　書

番　　　　　　　　　　　　　　　号
平成　　　年　　　　月　　　　日

要　　　　　　　請　　　　　　　者
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平成○○年○○月　検査予定分 担当課所： 部局、課室名

工事名又は事
業名

路線・河川
名

地区名

工事
番号

年度
（予算）

施工箇所
（市町村・
大字）

施工主体
予算所管
部局

検査
区分

検査
回数

工事契約
額
（円）

※精算額

契約
年月日

着手
年月日

完了
年月日

実完成
年月日
（予定）

完成確認
年月日
（予定）

完成確認
職・氏名
（予定）

工事請負人
（商号・代表氏

名）
工種 工事概要

担当者
氏名
電話

検査日
（希望日）

摘要

※ ※ ※ ※ ※ ※
予算の
区分

工事の管
理・監督部
所

予算所管
課（本庁）

完成、
中間、
部分完
成

中間
の場
合の
み

工事評定
の工種

＜記入例＞

河川災害復旧
助成工事

阿仁川
KM12-
11

H20
繰越

北秋田市
阿仁前田

北秋田・
阿仁川復
旧課

河川砂防
課

完成 － 68,250,000 H21.3.27 H21.3.27 H22.3.25 H22.3.15 H22.3.16
主幹
○○○○

㈱△△工務店
○○○○

一般土木
橋梁下部工　橋台２基（基
礎場所打杭8本）　橋脚1基
（基礎ｹｰｿﾝ１本）

○○○○
0186-62-
7162

H22.3.19
請負額の
変更あり

△△・◇◇
特定ＪＶ
○○○○

Ｈ
21.8.28(１
回)中間検
査　秋田

△△・◇◇
経常ＪＶ
○○○○

注：データは、必ず、「エクセルシート」を使用すること
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様式第３号（第７条関係）

○ ○○

平成○年○○月○○日

出納局検査課長 様

契約担当者

○○地域振興局長

手直し工事完成報告書

月 日付けで指示あった事項について、手直し工事が完成したので関係書類を添付して報告

します。

年度及び事業名

工 事 名

路線、河川、海岸、地区名

施 工 箇 所

契 約 者

手 直 し 工 期

手 直 し 完 成 検 査 月 日

手 直 し 工 事 確 認 検 査 者

備 考

（参考）

添付書類

１ 平成○○年○○月○○日、手直し工事について契約者へ指示(写）

２ 平成○○年○○月○○日、手直し工事着手届（写）

３ 平成○○年○○月○○日、段階確認(写）

４ 平成○○年○○月○○日、手直し工事完成届(写）

５ 平成○○年○○月○○日、手直し工事完成検査(写）
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様式第４号の１ （第８条関係）
(県営事業)

工 事 検 査 報 告 書

平成 年 月 日

秋田県知事
様

検査員職氏名 印

検査の結果、次のとおり報告します。

検査年月日 平成 年 月 日

年度及び事業名 平成 年度 事 業 契 約 担 当 者

契 約 金 額 ￥
工 事 名

契 約 者

路線、河川
名 監 総括監督員 職氏名

海岸、地区
督

主任監督員 職氏名
職

施 工 箇 所
員 監 督 員 職氏名

契 約 年 月 日 平成 年 月 日 完成確認年月日 平成 年 月 日

工 着工年月日 平成 年 月 日 完 成 確 認 者 職氏名

期 完成年月日 平成 年 月 日
立 会 人

実施完成年月日 平成 年 月 日
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秋田県補助事業工事確認検査実施要領
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秋田県補助事業工事経理検査実施要領
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秋田県工事検査関係質疑応答
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関 係 通 達
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中 間 検 査 運 用 基 準
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関 係 法 令 等
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